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はじめに
2∝〉2年3月の第9期全国人民代表大会における「政府活動報告」において、
朱錆基総理（当時）は、「農業の強化と農民収入の増加を経済活動全体の中
の突出した任務としたい」旨述べている。ここでは農民収入を増加させる方
策としての農業生産構造の調整とそれを実現する方法としての農業の産業化
経営の実現が政策目標として挙げられているが、農業重視政策の背景にあっ
たものは、中国のWTO加盟という外圧と農民所得の伸び悩みという問題
であった。
農業生産構造の調整は、WTO加盟による農業部門への影響を考慮して、
1990年代後半から本格化した。市場ニューズに適応した農産物の生産拡大が
奨励され、同時に農産物の加工度の向上や農業の産業化経営が発展すべき方
向として示された。加工度に関しては、先進諸因では食料品の90％が加工食
品であるのに比較し、中国ではそれが25％程度にとどまっているといった具
体的な指摘もあった川。
しかし、農業の場合、生産ラインの入れ替えによって新製品の生産が可能
な工業とは異なって、生産構造の調整そのものが容易ではないうえに、それ
が農民の収入増加という成果をもたらすまでには相当の年月が必要とされる。
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1998年10月の党第15回中央委員会第3回全体会議では「農村と農村工作の若
干の重要問題に関する決定」が採択され、翌99年7月7日には農業部から
「農業生産構造の調整に関する若干の意見」が通達された。加工専用小麦、
油脂分の高いトウモロコシや大豆の作付面積の拡大など一定の成果はみられ
たものの、それが農民全体の所得の向上に直結することはなかった。農民所
得が伸び悩む一方、都市労働者所得の増加が著しかったため、両者の所得差
は年々拡大する一方であり、社会の安定という面からも看過できない状況に
直面していたのである。
農業生産構造の調整を進める一方で、農村における積年の社会問題であっ
た農民の過重な社会負担を軽減する方策として2000年から江蘇省などの一部
農村で実験的に開始されたのが、いわゆる「税費改革」（税と経費に関する
改革）である。農民所得の向上を直接的な目的とする農業生産構造の調整を
「表の政策」とすれば、農民の社会負担の軽減という間接的な方法で農民所
得の向上を図る税費改革は「裏の政策」とでも言うべきものであろう。しか
し、税費改革が農村改革に持つ意義はきわめて大きい。なぜならば、1949年
以来、中国農村で行われてきた各種の改革のほとんどは所有権に関わるもの
であったが、税費改革は初めて農村の分配制度に関するものだからである。
ある研究者はこの改革を1950年代の土地改革、1980年代の農家経営請負制に
次ぐ第3の農村改革であると指摘しているほどである【2】。
2∝姥年末現在、安徽省などから始まった税費改革は全国規模で展開されて
いるばかりでなく、改革の内容も所期の計画よりかなり跨み込んだもの（農
業税の全面的廃止など）となっている。その一方で、急激な改革が郷鏡の財
政難を助長し、それが農村の公共サービス（インフラ整備、教育、福利厚生
など）にマイナスの影響を与えるなどの新たな問題も発生しつつある。
本稿では、農村における第3の改革といわれる税費改革について、その背
景、試行過程、派生する問題点などを紹介したい。
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I．過重な農民の社会負担と税寅改革
1．農民の社会負担と軽減政策
農民の過重な社会負担は、しばしば中国の歴代政権交代の主要因であった。
そのため多くの政権は農民の社会負担軽減を目的とした税費改革を実施し、
それによって社会的矛盾を横和しようと試みた。しかし、歴代実施されてき
た税種の統一、削減などの税費改革は、その後に必ず雑税桂が増え税負担は
却って重くなるという現象がみられたという。このような現象は明末活初の
思想家の研究に因んで“真宗義の定義”と称されるが、この定義に象徴され
るように中国の長い歴史の過程で農民の負担が軽減されることは希れであっ
たという〔3）。
1980年代前半、中国の農業経営制度は、人民公社体制下の集団農業経営か
ら農家経営請負制へと改められたが、この制度的転換期以後、特に1989年以
後農民の過重な負担が再び大きな社会問題化し始めたのである。その直接的
要因はもちろん過重な徴税であるが、もう一つの要因は農民収入の変動にあ
った。1978～鈷年の10年間は、農家経営請負制度による増産、政蹄による農
産物買上げ価格の引上げ、さらには物価が比較的安定していたこともあって
農民の純収入（税費と生産費用などを控除した収入）は、年平均11・8％の大
幅増加となった。しかし、1989～91年は物価上昇幅が大きかったため、農民
の純収入は0・7％しか増加しなかった。その後数年間は大幅な増加となった
が、96年の大豊作に起因する農産物価格の落下などにより、1997年から2003
年までの間の農民純収入の増加率は再び低下し、農民負担の重さが顕在化す
ることとなった。
中国の農村では、過重な農民負担を椰捺して“頭税軽、二税重、三、四税
底なし”という言葉が流布していたという…。これは農業税は軽いが、二税
（国家による食糧契約買付価格と市場価格の格差のこと、一般に買付価格は
市場価格より低い）は重く、経費に至っては底がない、という意味であると
されるが、このような状況は1980年代以降も基本的に変わっていない。農業
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税の実際の徴収率は規定税率（課税対象耕地面積×単位当り平年作収量）の
15・5％よりかなり低く、全国平均で8・8％ほどであり、生産量比では2・5％程
度に過ぎないという【㌔　しかし、食糧の買付価格を低く抑えられると実質的
な負担は増加するし、税以外の経費に関しては規定以外の経費の徴収が横行
しており、それが農民に過重な負担を課してきたのである。
過重な負担についての事例を紹介する前に、本来農民が負担すべき税費に
ついてみておきたい。農民負担の軽減に関する通達は1985年以来幾度か出さ
れたが、1991年12月には「農民が負担する費用と役務管理条例」が公布され、
税以外のいわゆる経費について次のように規定している。
（1）農民が負担すべき経費（原文は費用）と役務（同労務）とは、税金の納
付と国家への農産物売り渡し任務を除いたものを指し示す。
（2）それは村（村民小組を含む）の留保金（原文は接留）、郷（鋲を含む）
の徴収する統一徴収費（原文は統諸費）、役務及びその他の経費であり、
留保金と統一徴収費は前年度の農民の純収入の5％を超えてはならない。
（3）村の提留とは公積金（共同積立金）、公益金および管理費の3項（「三
捷」）である。公穣金は水田の基本建設、植林、生産設備の購入や集団企
業（村の出資経営する企業）用であり、公益金は合作医療など集団の福利
事業用である。管理費は幹部の報酬と管理費である。
（4）郷統一徴収費とは、郷村の教育費、計画生育費、福利費、民兵訓練費お
よび道路修理などのサービス事業用費の5項（「五統」）である。
（5）役務は農相義務労働（植林、防災、公路建設、校舎の修改築など）が年
間5～10日、労働蓄積（農田基本建設、植林など）が年間10～20日とする。
農民の経費負担は具体的には田）、払）および（5）であり、（3）軸は通常「三提五
統」と称されている。労働蓄積とは労働力が資本（資金）蓄穂に代替するこ
とで、提供される労働力は一般に無償である。
これら経費と役務以外に農民は基本的に農業税、農業特産税（葉タバコ、
木くらげ、水産物、原木などが課税対象）および屠宰税（家畜の売買に関す
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る税）を負担している。農業税には単純な人頭割や耕地面積割などの不合理
が存在するものの実質的負担は前述のとおり相当に軽くなっている。問題は
“三、四税は底なし’’といわれる経費である。経費は本来は「三提五統」の
範囲内であるべきであるが、実際には「三提五統」以外の多種な名目での経
費の徴収が行われてきた。このような規定外の経費の徴収は一般に“三甜’
（3つのデタラメ、即ちデタラメな経費の徴収、経費の割当、罰金の徴収あ
るいはデタラメな資金調達のこと）といわれる。
1999年に国家統計局が1万8，綿5戸の農家を対象に行った調査ではt61、半
数以上の農家が負担が過重であると回答しており、その原因として“隠性負
担”（農産物買付価格を低くするなどして農家の実質的負担を増加させるも
ので、“暗税”ともいわれる）、“三乱”、“以資代労”（役務に代って現金を徴
収する）などの存在を指摘している。また不合理な経費としては教育資金の
調達、小中学校の入学金、標準以上の電気代、住宅建設に伴う経費、新開雑
誌購読の強制割当、計画生育審査費などをあげている。また幹部に対する不
満では「農民収入の数字に関する虚偽の申告」などがある。これは郷村幹部
が在任中の業績（「政錬」）を上げるために統計を操作することで、「水分」
（水増し）あるいは「縮水」（赴任時の統計を低く抑える）という方法があ
る。幹部の「政濱」は上がるかも知れないが、水増しされた統計で税や経費
を徴収される農民の負担は過重にならざるを得ない。
以上のような「三乱」の横行は、「政横」にこだわる農村幹部のモラルに
関わる部分もあるが、それ以上に問題なのは農村の貧困であろう。ある研究
によれば、全国4万5，∝治の郷鋲のうち52％（1999年）は財政赤字を抱えて
おり、また2，074県の46％も財政補助を必要としている状況にあったとい
うC71。これら赤字財政は1994年の分税制（税種を国税、地方税および共通税
に分けてそれぞれの財政収入を確保する制度）の導入が直接的要因とみられ
るが、中国独特の“以農養工”（農業を以って工業を養う）政策の結果でも
あろう。価格シェーレ（農産品価格を相対的に低く設定して工業製品と交換
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する）という方法で、本来農村に蓄積されるはずであった盲が都市へと移転
され続けてきたのである。農村から都市へ移転した資金総額は1952～78年は
6，078億元、91～93年の3年間では鵬9億元、1，350億元、1，糾7億元であった
と推計されている…。
その他、都市と農村を峻別した二元的社会管理も農村貧困の要因であろう。
この点に関する農民の不満は次の3点に集約されるC㌔
（1）教育費：都市は国家財政負担。農村は郷村の財政負担で、財源は農民の
納める教育附加税や割当金。校舎の改築費などを含め年間の農民負担は
3仙～5（刀億元。県の半数以上で職員への賃金未払いが生じているが、うち
60％は教員の賃金である。教員賃金が郷鎮財政支出に占める割合は80％と
高い。
（2）農村では国家・地方財政負担も一部あるが、ほとんどのインフラ整備は
農民の負担。経費の割当以外に2種類の役務が課せられる。
（3）都市住民では養老、医療、最低生活保障、失業救済に国家補助があるが、
農村では生老病死に何らの保障もない。
中国政府は、農民の不満を緩和するために、91年12月の「条例」公布後も、
農民負担軽減に関する通達を数多く出している。93年には農村宅地有償使用
賓など37項目の経費徴収を廃止し、婚姻登記費など17項目の費用の軽減と、
しばしば「政兢」を戟う原因となった43項目の標準達成活動（教育先進県目
標など）を廃止している。しかし、この間も国家レベルでの所得再分配には
着手されなかったため、郷鎮・村の財政赤字は増えこそすれ減少することは
なかった。農民は相変わらず黄宗義の定義から開放されることはなかったの
である。
2．税費改革の概要
中国は1990年代未から農村問題を「三農問題」（農業・農村・農民問題）
として、総合的に捉え始めた。同時に農業への財政支出を拡大している。慶
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業部門への支出は1997年の766億元から98年には1，155億元へと急増し、財政
支出に占めるシェアも18年振りに10％を超えた。その後は財政規模の拡大か
ら財政支出に占めるシェアの上昇は見られないが、支出額は年々増加してお
り、政府の「三農問題」重視が裏付けられる。
中国政府が農村問題を総合的に捉え始めた最大の要因は、農民（純収入）
と都市労働者（可処分所得）の所得差の急激な拡大にあった。両者の所得差
は1985年の1：1・85から97年には1：2・47へと拡大していたのである（2003
年は1：3・3にまで拡大）。もう1つの要因はWTO加盟による農業部門への
衝撃である。米国農務省は輸入関税率の引下げや関税割当品目（小麦、トウ
モロコシ、綿花など6品自）の輸入増加などにより農村では1，320万人の雇
用梼会が失われると推計していたし、中回の国家発展計画委員会はその数を
2，086～2，550万人と推計していたClO）。
1990年代末から本格化した農業生産構造の調整はこのような衝撃への対応
策であったが、中国政策は同時期に「城郷（都市・農村）一体化発展」とい
う一歩踏み込んだ政策を実行に移している。それは「小城鎖」（町）の建設
を中心とした都市化率の引上げ、農村余剰労働力の都市への移転（2001～
2（氾5年で毎年8∝I万人）、都市で就労する「農民工」（農民労働者）への差別
の撤廃など多岐にわたる。また農民の都市への移動を妨げてきた戸籍制度の
改革なども試行段階にある。
これら一連の政策の目標はすべて“農民所得の引上げ’に収赦されるが、
どの政策を見ても即効性の期待できるものではない。そこで新に実験に移さ
れたのが「税費改革」であった。前述のとおり、この改革は1949年以来初め
て農村と都市の所得の再分配に調整を加えようとするものであった。
1997年9月の中共第15期全国代表大会では「農業の基礎的地位の強化」が、
また翌98年10月の第15期3中全会では「農業を国民経済の首位に置く」こと
が確認された。そして、1999年11月の中央農村工作会議では農民収入の増加
が農政の最重要課題であるとの認識が示された。このような一連の農業重視
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政策の過程で実験に移されたのが税費改革であった。農民収入の増加を目的
とした農業生産構造の調整を推進すると同時に、より直接的に農民収入を増
加させる方法が実行されたのである。
2（刀0年3月、党中央と国務院は税費改革の方向性を示す文書「農村税費の
読点工作に関する通達」を出した。この通達は税費改革の概要と方向性を示
すと同時に、その後相次いで出された各種通達の基礎となるものであるため、
以下に若干詳しく内容をみることとする。
（1）税費改革の意義
①　現行の農村における税費制度は不合理で、農民の負担も徴収の方法も
規範化されていない。地方政府や関連部門による各種の経費や罰金の徴
収、経費の割当などが巨額になっている。また農民収入に関する虚偽の
報告も多く、規準以上の「三捷五統」が徴収され、役務に代る現金の徴収
が強制されている。国家の規定に違反して人頭割で農業特産税や屠宰税
を徴収する地方もある。ある部門は相変わらず棟準化活動を続けている
し、ある地方の幹部は不法な手段で農民から金品を集めるなどして、事
件を引起している。農民の物質的利益や民主的権利の侵害が重大であり、
農民の積極性を頓挫させ、党や政府に対する感情の悪化を招き、社会の
安定に影響が出ている。
②　一方、当面の農村では、構造的あるいは地域的要因から農産物価格が
下落し、農民収入に大きな影響が出ている。また国民経済全体の構造調
整の過程において郷鎮企業（町村企業）の発展も制約を受け、農民の出
稼ぎ労働も頭打ち状況にある。
③　このような状況下で農民の収入を増加させ農村社会経済の持続的発展
と安定を図るためには、比較的長期にわたって農民に傾斜した国民所得
分配を行うべきであり、農民負担の軽減を重点的政策目標とすべきであ
る。農民所得の向上は農民の積極性を引き出すばかりでなく、農村にお
ける需要を拡大し、国民経済の健全な発展を促すことになる。
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（2）税費改革の基本的考え方
①　農民に対する各種の非合法的経費の徴収を撤廃する。分配制度と徴収
方式を規範化し、農業税を主とした徴収方式を採用する。’
②　農民負担の軽減を保障するという前提の下で、地方政府の機能を正常
に活動させる。そのために税費改革の読点工作（実験活動）と行政機能
の簡素化、県郷財政や農民負担監督機構の健全化を同時的に進める。
（3）税費改革の要旨
①　行政性事業費：農民からの郷統一徴収費、農村教育費の調達など行政
事業性経費の徴収を撤廃する。統一徴収費から支出していた郷村レベル
の9年制義務教育、計画生育（産児制限）、福利、民兵訓練などの経費
は、各レベル政府の財政予算で賄う。道路建設・修理費は村レベルの場
合、農民から固定的に徴収せず、必要資金は村民大会で民主的に協議し
解決し、郷レベルの道路の場合は政府が責任を持つ。農村の医療衛生は
有償サービス化し、政府が適宜補助する。農村での教育資金の調達は行
わない。小中学校の老朽校舎の改築資金は財政で賄う。
②　屠宰税：撤廃する。
③　労働蓄積と義務労働（役務）：労働に代る現金の強制徴収を防止する
ため、統一的な役務規定は撤廃する。村内の鹿田水利建設、道路の建設
・修理、植林などの公共事業においては、“一事一議”方式で村民大会
で決定する（1つの事業ごとに村民大会で決議）。村内の役務には上限
を設ける。大規模な洪水、干害などで緊急な対応を要する場合や、県レ
ベル以上の政府の批准を受けて臨時に労働力を調達する以外、いかなる
地方政府や部門も農村労働力を無償調達することはできない。
④　農業税の調整：農業税は平年作（1998年までの5年間の平均収量）を
基準として規定の税率で徴収する。既存の農業税附加税は新農業税に組
み入れ、実行税率は7％を超えないものとする。読点（改革実験）省の
税率は国務院が確定し、省以下の具体的な税率は農民負担軽減の原則に
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基づいて省レベル以下の政府が決める。
⑤　農業特産税の調整：農業税と農業特産税は重複徴収できないという原
則の下に、農業税を課税しない土地の農業特産品に対しては引続き農業
特産税を徴収する。農業税のみとするか農業特産税のみとするかは読点
省政府が決定する。
⑥　村提留（村留保金）徴収・支出方法の改革：村幹部の報酬、五保戸
（老人、身体障害など衣食から医療までを保障されている農民）扶養費、
事務経費などの村の留保金は、元々村の経営収入で賄っていたもの以外
のすべてを新農業税附加方式（新税率の農業税に一定の割合で課税する
方式）で統一徴収する。農業附加税の税率は農業税の20％を超えてはな
らない。村が公益事業用に必要とする資金を農民から固定的に徴収して
はならず、“一事一議”とする。
紬　改革読点における関連施策：経費管理の規範化、行政組織の簡素化、県
・郷財政の健全化および農民負担監視制度の確立を実施する。
20α）年3月の税費改革の実験に関する通達（中共中央7号文件）の概要は
以上のとおりであるが、その後改革の進展に伴って、中共中央、国務院各部
（農業部、財政部、農村税費改革工作小祖など）ばかりでなく、省政府レベ
ルでも数多くの通達・規定が出されているい1〕。2001年3月の国務院通達では、
農業税と農業税附加税の合計が8・4％（農業税7％＋農業税の20％）を超えな
いことが確認されているし、2002年7月の財政部の通達では、郷統一徴収費
の廃止や村留保金徴収方法の調整などによって生じる地方（郷・村）財政の
減少に対して、中央財政からの補填が明示されている。この通達は、農民負
担軽減を確実にし、同時に郷村行政の正常な運営と農村義務教育経費の保障
を目的としたものであるが、この時期になると郷村財政収入不足が新たな農
民負担を生み出していたようである。2∝迫年3月の国務院通達では、改革実
施省における“三個確保”（3つのことを確実に保障する）の実施が強調さ
れている。それは①税費改革後おける農民負担の明らかな軽減と新たな増加
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が生じないこと、②郷錬・村行政の正常な運営および③義務教育経費の確保
を確実にすることを意味する。“三個確保”のようなスローガンの掲示は、
この時期の改革過程でこれら3つの問題が新たに生じていたことを意味する
ものであろう。
Ⅲ．税費改革の進展と派生する諸課題
1．税の減免と補助金政策
安徽省などから実験的に始まった農村税費改革の対象地城は、2002年には
20省（直轄市・自治区）に拡大した。それと併行して改革の内容も2000年3
月の通達から次第に深化し、条件の許す実験地城では農業特産税の廃止や農
業税の減免（“両減免”）が実施されるようになった。また農民の生産意欲を
刺激するために食糧供給者への直接補助、農業機械購入者および優良品種作
付への補助（“三補貼”）措置が採られている。
農業特産税は2（氾2年には既にその制度的欠陥が指摘されていたもので、制
度の見直しは時間の問題とされていた。研究者が指摘していた主な問題は以
下のようなものであったrl㌔①当初（1983年導入）から徴税コストが税収を
上回るという欠陥があった。また中国の農業が専業化、商品化率が低く兼業
が多く、付加価値の高い経済作物収入によって付加価値の相対的に低い食種
作物収入を補填してきたという現実を無視した制度であった。⑦税の目的は
財政請負制の下で地方政府が財政収支の均衡を図ろうとするところにあった
が、棄タバコを除いては少数の税務担当員では生産期、面積、収量などの確
定もできず、徴税そのものが困難であった。③専業化など農業生産構造の調
整を抑制する可能性があり、また農業の国際兢争力という視点からも平均
8％という農業特産税は問題がある。
税費改革の最初の実験地であった安徽省では、2（氾3年に入ると農業特産税
が撤廃され、次いで2004年1月には村留保金の原資であった農業税附加税も
廃止されている。これにより全省の農民負担は6億元ほど軽減されたとい
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うCl㌔2α氾年に「三提五統」を廃止して以来、同省では農業税7％、その附
加税20％の合計8・4％の税率で3年間徴税してきたが、その間次のような問
題点が明らかになった。1つは請負農地の多い食糧生産農家にとって8・4％
の税率は依然として負担が重いこと、また徴税手続きが煩雑で徴税コストが
高くなるため、村の財政収入に役立たないことなどであった。
2003年12月末、中共中央と国務院が主催する恒例の中央農村工作会議が開
催され、「農民の収入を増加させることに関する若干の政策的意見」（討論稿）
が討議された。ここでの討論の内容は「2搬年1号文件」として公表されて
いるが、税費改革については次のような方針が明らかにされている。①農民
の税費負担をより軽減するため、農業税の率税を更に引下げる。20朗年は1
ポイントの引下げを目標とする。（む農業特産税は菓タバコを除いて廃止する。
その分の財政収入の減少は、沿海の発展した地域は原則として自力で補填し、
食糧主産地城と中西部は中央政府からの交付金で解消する。③条件の許す地
域では農業税の減免を実施してもよい。④各レベル政府への財政補填（地方
交付金）は専用勘定を設け、必要額が期限内に交付されるようにする。⑤郷
鏡行政組織の簡素化を更に進め、条件のある村では村の統廃合や幹部の輪番
制を実施する。⑥郷村債務の解消に積極的に努める。
2α池年を通じて、結局農民負担は450億元軽減され、農村人口1人当りで
は約50元の軽減となったとされるが【－4コ、これには“両減免”だけの効果では
なく、それと表裏一体にある“三補貯’の効果も見逃せない。掛こ食糧主生
産区では、補助が食穣作付面積の拡大と増産に直結するだけにその効果は大
きい。2∝蛤年には中央政府は食糧保険基金から1㈱億元を投入しているが、
補助の対象作物や補助額は地域ごとに異なる。例えば、北京市（20似年の補
助総額1・1億元）では小麦、トウモロコシが対象で、補助額は1ムー（6・667
アール）当り50～60元、書林省（同13・7億元）ではトウモロコシ、水稲、大
豆で1kg当り0・鵬3元、黒龍江省（18・5億元）では水稲、大豆、小麦、トウモ
ロコシで1ムー当り15元、甘粛省（1・0億元）では作物を限定せずに1ムー当
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り2・47元などである。
この食穣直接補助政策は、当初は現行の保護価格による食糧買付制度を改
めて食糧市場の自由化を図ることを目的としたものであった。市場価格の変
動による農民の損失を補填することによって制度的転換を容易にすることが
狙いであったが、ほとんどの地方では増産が最大の目標となっており、その
次の昌棟として農民収入の増加がある。福建省や江西省では食糧安定生産の
ための契約栽培の手段として利用されているのが実情である。また補助額の
地域差も大きく、例えば上海市のムー当り補助額は貴州省の12～16倍であり、
却って農民収入の地域差を拡大させている。このような状況から懸念される
のは環境を無視した食糧作付面積の拡大や大幅な増産による価格の下落が農
民収入に及ぼす影響であると言うr一㌔
食糧直接補助に関する開題はこのような大所高所からのものばかりでない。
四川省広安市穿石郷では、20敷戸のうち食糧補助金を受領したのは6戸のみ
という事態が発生し問題となっているC1㌔村民小姐C171の組長が徴収を予定
される農業税などの代りに補助金を勝手に代理受領していたことによるもの
であるが、補助金が末端まで届かない例は少なくないようである。
2．地方財政の逼迫と対応
税制改革による農民負担軽減の成果が喧伝される一方で、相変わらず“三
乱”が横行しているという報告も多い。改革が5年目に入った2Ⅸ）4年、江蘇
省如皐市陳鎮杭横付では、“三乱’’禁止の農業部の広報が流れる中で、規定
を超えた経費の徴収が行われていた。農家である楊建安家族の税費と役務の
年間負担は、家族数、労働力数、耕地面積、役務日数などを基準とした役所
の正式な「農民負担監督辛（カード）」では、農業税別・2元、“一事一議”（公
共事業）の徴収金60元および役務に代る現金負担160元で総額3鵬・2元であっ
た。しかし、規定外に“一事一議”（1人当り110元）と抱き合わせで医療保
険費、水利事業費など302・1元が謀せられたため実際に徴収された金額は
－68－
（220）
6（姫・3元に達したと報じられている118〕。水利事業費以外は、本来随意参加の
はずであるが、それが強制化されているわけであり、“一事一議”に関する
負担（割当）は、2∝姓年は半分に過ぎず残りは2（氾5年に徴収されることにな
っているという。また、これらの徴収を拒否した場合、家屋の建築、結婚、
子女の入学などの手続きができなくなるとのことである。
これほど極端例は少ないとしても、改革の過程で農業税以外の経費の徴収
（いわゆる“三乱”）が増加したという例は教育関係と公共事業を中心に枚
挙に暇がないが〔191、その背景にあるのは、郷鋲や村財政の逼迫である。もち
ろんこれら財政赤字は税費改革のみによって生じたものではなく、その大部
分は1994年に分税制が導入されて以来のものである。中央財政収入の増加を
目的とした分税制の導入によって、県レベル以下の政府の財政収入が減少し
たが、それに加えて郷鏡企業の経営不振（減少）、過剰な組織・人員の存在、
硬直的な財政支出など積年の弊害が税費改革の過程で顕在化してきたと言う
べきであろう。
湖北省の郷鋲を対象とした調査によれば囲〕、重点農業鏡である鄭集鏡の場
合、2（氾3年の財政収入は税費改革前の2001年に比較し192万元の減少になっ
たという。この鏡の財政収入が減少した直接的要因は蜃宰税の廃止によって
商工税収入が減少したことにあるといわれるが、この鋲と同様に企業の少な
い近隣の郷鎮政府では2003年の5月未頃には電話代や水道代用の経費も不足
し、県から直接給与が支払われている教員や出向者以外の幹部は6ケ月間も
賃金収入がなかったという。また税費改革の過程で行政組織の簡素化に着手
したものの、一時帰休したり離職した幹部への経済的補償ばかりでなく最低
賃金水準の保障もできなかったと報告されている。
また財政支出で運営されてきた郷鏡の農業技術戴（ステーション）、計画
生育姑や衛生院などが経営困難となり、独立経営化したが有名無実の状況に
あるという。
この湖北省の場合のように、税費改革によって債務問題が顕在化した例は
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多いが、ここでは山東省燭台市の村の状況を紹介しておきたい〔2jj。
姻台市の農民は税費改革によって即％ほど負担が減少したが、逆に村レベ
ルの財政は大幅な収入不足となり、2003年の場合、支出総顔128万元に対し
収入は79・8万元しかなかった。事務管理経費にも事欠く状況で、給与の支払
いは行政幹部の38％に行われたのみで、公益事業も正常に実施することがで
きなかった。直接的原因は税費改革であるが、以下のような諸要因も問題を
深刻にしたようである。
①　村の幹部と出勤しないで手当を受給している人月が過剰である。山東省
の規定では、固定的に手当（給与）を受給する人員は、一般に村民1，（X抽
入以下の村では3人、1，0∝ト2，（X和人では4人、2，蠍）人以上では5人を
超えないものとし、出動せずに手当を受給する人員（一時帰休者、繰上げ
定年退職者、輪番制勤務の幹部など）は0・2％となっているが、燭台市の場
合村平均の人員は、幹部7人、無出勤手当受給者11人で人口比では11・3％
と高い。
②　支出項目が多過ぎる。税費改革によって収入が減少したにも拘らず。支
出が調整されていない。村幹部の報酬が支出額の約40％を占めているし、
新開雑誌費、接待費などの支出も高い水準のままである。また最低生活保
障など本来県や郷錬財政で負担すべき項目まで負担している。
③　農業税の徴収率が約70％（2（氾3年）と低い。
その他、人件費の支出基準が明確でないなどの問題点が指摘されているが、
要するに税費改革による収入の減少によって財税制管理の不備が明らかにな
ったということである。財政基盤を拡充するため、個台市の郷村では地方政
府の所有する倉庫や機械をリースしたり、経営能力のある農家に荒地の開発
・経営を請負わせたり、農業税徴収の管理を強化したりして収入の増加を計
る一方、幹部数の削減、報酬に上限を設ける（年間3，0個元を超えない）な
ど支出を規範化している。
湖南省衡東県の場合、農民の税費負担は改革前の7，202万元（1人あたり
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120元）から2，918万元（同49元）へと軽減されたが、県・郷・村の財政収入
は4，2糾万元減少し、上級からの交付金2，313万元を加えても1，971万元の赤
字であるという。財政運営の健全化のため、同県では郷村の統廃合、行政組
織の簡素化などによって支出の削減に努力している〔2）。
郷鏡は全国で5万近くあり、その平均の財政負債額は400万元強と言われ
る。税費改革によって顕在化したこれら債務に対応するため、国家レベルで
は農村義務教育の主管を郷鏡から県レベルに引上げる一方、改革による減収
分を中央財政で補填するなどの財政措置が採られている。また郷鏡・柑レベ
ルでは衡東県などと同様に統廃合、行政組織の簡素化などが図られている。
次節では義務教育改革、行政組織の簡素化などの実態を紹介する。
3．農村の義務教育改革と行政組織の筒素化
税費改革の試点の1つであった安徽省の3県10郷鋲を対象とした20∝）年の
調査では、財政支出による人件費負担の75・2％は教月の給与であった。郷鋲
によっては、その割合が93・1％に達していたという〔お）。
前節でみたとおり、多くの郷鏡は巨額の負債を抱えているが、その中のか
なりの部分が教育関連経費、特に教員の給与であり、教員給与の欠配現象は
農村では普遍的なものであった。税費改革に平行して農村義務教育制度の改
革が実行された背景にはこのような実態があったのである。
2∝I1年5月に公布された「基礎教育改革と発展に関する決定」では、従来
郷鎮政府が責任を持ってきた農村義務教育の管理主体を県レベルに引上げて、
“分級管理体制は県を主体とする’’としている。
更に2∝）2年5月には「農村義務教育管理体制に関する通達」が出された。
その要旨は以下のとおりである。
①　農村義務教育の分級管理は県を主体とする。県人民政府は義務教育の経
費の計画的分配、交付金の合理的使用、教貞賃金の定時の支給、老朽校舎
改築専用資金の確保などを統一的に行う。また県は地域の条件に沿って小
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中学校を再配置する。
③　県は学齢期の児童の入学、不登校の抑制、治安の維持など教育環境を整
える。
（診　県は、教員の給与を予算に計上し、個人の口座に銀行振込できるように
する。
④　小中学生から徴収する雑費もすべて公用経費とし、教員の賃金、手当、
福利厚生、インフラ建設などに充当してはいけない。
⑤　県の教育行政部門は教員の資格認定、採用、訓練、選考を行う。郷鎮・
村（村民委員会）には教員招職権はない。
この一連の通達により、税費改革に伴う郷鋲財政収入の減少が農村義務教
育に与える影響はある程度払拭されることとなったが、これにより教育関連
の“乱収費”（デタラメな経費の徴収）が完全に解消されたわけではない。
2∝迫年8月には教育部が教育関連の“乱収費”の典型例として8つのケース
を紹介しているほどであり、2∝8年には上半期のみで教育関連の“乱収費”
が7，3拘件も発生し、湖北省のみで乃名もの校長が懲戒免職となっている物）。
因みに教育部の公表した8つのケースのうちの1つは次のようなものであっ
た。
広東省湖陽市の20鋲の例：4、中学生に入学証明書を交付する見返りとして
教育事業付加税、農業税、敬老院費、保安費などを徴収した。徴収総額は
4，830万元、監察庁などの検査の結果、全金額が返却された。
農村義務教育の管理主体は郷鏡から県政府レベルに引上げられたものの、
県財政も40％は赤字であり、2∝）2年5月の通達どおり県が教育関連経費の大
部分の責任を負えるとは限らない。また税費改革による減収で累積債務の返
済も滞り勝ちな郷鋲が県財政の不足分をカバーできる状況にもない。教育関
連の“乱収費’’は、中央から県へ、県から郷鏡への財政交付制度が定着する
までは収まらないとみるのが妥当かもしれない。農村の義務教育の主管もい
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ずれは財源の乏しい県政蹄から省あるいは中央レベルへと引上げる必要があ
ろう。
次に全国レベルで展開されている農村行政組織の簡素化についてみる。
2伽3年8、9月にかけて10省、洪県を対象に、行政機構の簡素化、“一事一
議”などの実施状況に関する実地調査とアンケート調査が行われた凪。調査
対象となった県の多くは2（泊1、2002年に機構改革を実施していたが、一部で
は調査時点で改革を実施中の県もあった。
調査結果は、郷鋲の統廃合は経済の発展した地域ほど進んでいることを示
しているが、これはインフラが整備されているため広域の管理が可能なこと
によるものといわれる。また経済の発展した地域では余剰人月の再就業が容
易なため行政機構の簡素化も相対的に進んでいるようである。ただ、行政機
構そのものには大きな変化はなく、依然として上級の県との関連では問題が
存在しているとみられる。
特に指摘されるのは、県の下部槻構として設置されているいわゆる“七鵡
八所”における県と郷鋲による二重指導の問題である。郷鏡には各部門（省
庁）の末端機構である各種の出先機関、例えば経営管理姑（姑はステーショ
ンの意味で出先桟関のこと）、計画生育服務（サービス）姑、農村技術服務
姑、文化広播（放送）端、財政所、土地管理所、司法所、水利姑などがある。
これら末端機関の人事権、財政負担や管理権における県と郷鋲との関係は一
定ではない。ある組織は県と郷鋲の関係が密接で、またある組織はその関係
が極めて細い。いずれの関係でも郷鎮政府が稔合的な調整権を有しているわ
けではないようである。
税費改革に伴う行政機構簡素化の過程で、郷鋲に所在する“七祐八所”の
出先機関の管理権が県から郷鏡へと移譲されたが、財政的裏付けがないうえ、
行政的権限のないものが多い。管理上も改革前と変化がなく、“わかってい
るが管理権がない、管理権があっても見えない”とか“郷鋲が資金を出し、
県が管理権を持つが、実際に問題が生じた場合は郷鏡が処理する”といった
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状況は依然としてそのままである。このため郷鏡の管理棟能は却って低下し
たと言われる。
税費改革の過程で郷鋲の行政機構は確かに簡素化されたが、県から強制さ
れる任務は減少していない。県の各委員会、庁、局などからは多様な指示が
来るが、横構が簡素化された郷鎮レベルではそれに少数の組織で対応しなけ
ればならない状況にある。郷鎮政府の行政棟構の簡素化も、基本的には上級
の県・市の意向を汲んだものであり、郷鎮政府そのものには自主権がないの
が現状で、多くの人々は行政の簡素化は名目だけのことと感じているという。
郷鋲・村の統廃合に関しては一般に賛否両論があるが、行政組織の簡素化
は現状では必ずしも人員の削減や財政支出の縮小をもたらしていないという
見方が多い。
例えば、20郷鏡を対象とした別の調査では捗）、統廃合を経験した12郷鏡の
うち9郷鏡の幹部は行政効率は不明で、行政活動には影響はないと回答して
いるし、2郷鏡の幹部は財政の集中効果は認めるが、人員削減の効果は不明
であると回答している。また、郷鋲組織の簡素化については、15郷鎖の幹部
が改革の効果は良好でないか、根本的になんの効果もなかった、と回答して
いるが、その実態は以下のようなものであった。
①　人員削減のため、幹部の輪番制を計画。給与や福利厚生の条件は不変の
まま、10人を1年間ずつ交替勤務させることとした。条件は10人は出稼ぎ
などをしてもよいが、1年後には復帰するどうかを表明しなければならな
い、退職希望であれば規定どおり手続きをする、ということであった。希
望者を募ったが1人も輪番制への参加希望者がなく、無記名投票で10人を
決定したが、半数以上が継続勤務（形式上休職）を希望し、2年間で20人
が輪番対象となったが、結局退職者は1人のみであった。改革は机上では
実現するが、基本的に“文字遊び’であり上級への報告資料の中のみで実
現するものである（山東省某鏡党委員会書記）。
②　2∝I2年7月既存の21部門を16部門に再稲した。農業技術貼、広播靖、文
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化姑などを1つの部門に統合したものの、郷鎮政府が給与を支給する人員
には変化がなかった。軽費支出が減少しないばかりか、再編後はどの部処
で何をするのかも不明で、どこに出勤してよいのかわからない人も出現し
た。この改編は県の要求で決めたものであるが、県からの検査もただ報告
書を読むだけのものであった（湖南省某郷党委貞会書記）。
③　機構改革で19人を再編対象から除外した。規定どおり退職した者もいた
が、5人は退職年齢まで無出勤で待遇は不変となった（安徽省某郷）。
要するに、行政機構の改革（簡素化）は郷鎮自らの意思ではなくほとんど
が上級（県など）からの楷令によるもので、名目上は部処は削減されるが、
総人員はほとんど変わらないということである。そればかりか現役のままの
条件での繰上げ退職者なども多く、財政支出削減効果はほとんどないという
ことである。もちろん成功例もあるが、税費改革による郊鋲財政収入の減少
に対応した行政機構の簡素化は現段階ではあまり効果が上がっていないよう
である。
おわりに
2的0年に安徽省などを試点（実験対象）として始まった税費改革は、それ
が全国規模に広大する過程で改革の内容も急速に変化してきた。初期の目標
は、「三提五統」を廃止し、農民の税費負担を農業税と農業特産税のみに限
定することにあった。同時に、撤廃された村留保金は農業税附加税（正税の
20％を上限として徴収）で賄うこと、二種類の役務は廃止するが、“一事一
議”で必要な公共サービスを継続すること、更には財政収入減に対応した行
政機構の簡素化などが実行されることとなった。また農村義務教育の主管を
郷鏡レベルから県レベルに引上げること、郷鎮財政収入の減少分を地方交付
金で埋め合わせる新たな財政配分方式なども制度化された。
その後、農民負担を一層軽減させるため“両減免、三補貼”などの新しい
施策が実施されることとなった。条件の許す地域では農業税の税率が引下げ
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られ、葉タバコを除く農業特産税が撤廃された。また同時に農家、特に食糧
主産地の農家の生産意欲を剰激するために食榎供出、農機具の購入や優良品
種の作付に対して補助金が支給されることとなった。
2α通年12月31日の中央農村工作会議では、“両減免、三補貼”の実行を2∝〉5
年の重点施策の1つとしているが、地方の反応はより積極的で、2006年中に
はすべての省で農業税が廃止される方向にある。中央政府は農業税の税率を
段階的に引下げ、2∝略年頃に農業税を廃止する予定であったようであるが、
それが3年も前倒しされそうな勢いである。
このようにみてくると、農民負担の軽減を目的とした税費改革は順調に進
展しているようであるが、前述の行政機構簡素化の例をみるまでもなく、改
革の前途は必ずしも楽観できるものではない。
残された課題の中で最大のものは改革に伴って顕在化した郷鋲財政の赤字
をどう補うかであろう。地方交付税は制度化されつつあるものの、それはあ
くまで郷鋲の統廃合、機構の簡素化、人員削減などの自助努力を前提とした
もので交付税交付基準の査定は当然厳しいものとなるし、中央や省からの交
付金が県レベルで流用、減額される可能性も否定できない。
2（氾6年中には農業税も廃止されるため、それを埋め合わせる財源（郷鋳企
業法人税、土地占有税、その他商工税など）がない限り、郷鏡財政はより厳
しいものとなる。積年の債務の返済ばかりでなく公共サービスの維持すら困
難になろう。そこで懸念されるのが“≡乱”の全面的な復活である。税収不
足を農民への経費の割当で賄おうとする行為の復活・横行は容易に想像でき
よう。
もう1つの問題は公益事業を実施する上での“一事一議”であろう。一見
民主的にみえるこの制度にも実行上多くの問題がある。大小規模の公益事業
の1つ1つに村民代表大会を開かなければならないという煩雑さである。参
加費を支給しなければ農民が集まらないため、“一事一議”の前に幹部が必
要な資金を各農家に割当ててしまい、農民の不満が高まっている、といった
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報告もある∽）。
多くの郷村では公益事業に対する農民の年間負担額に上限を設けており、
この制度はその限りでは、“以資代労”（役務に代って現金で約める）の強制
を防ぐ役割を果たしているようである。しかし、農民からは会議の数が多過
ぎる、利益の享受が不均等である、幹部が民主的でない、“一事一議’，を名
巨＝こ経費の割当が強行されている、などの不満がでているというCお）。“一事
一議”の定着にはまだ相当の時間が必要ということであろう。
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